
議案第  号 

 

川崎市都市景観条例の一部を改正する条例の制定について 

 

川崎市都市景観条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和３年 ５ 月３１日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市都市景観条例の一部を改正する条例 

 川崎市都市景観条例（平成６年川崎市条例第３８号）の一部を次のように改

正する。 

 目次中 

「第２章 景観計画（第９条～第１１条）」 

を 

「第２章 景観計画（第９条～第１１条） 

 第２章の２ 事前協議（第１１条の２・第１１条の３）」 

に改める。 

 第２章の次に次の１章を加える。 

   第２章の２ 事前協議 

（事前協議） 

第１１条の２ 法第１６条第１項の規定による届出をしようとする者又は同条

第５項後段の規定による通知をしようとする者のうち、次に掲げる行為を行

おうとする者は、都市景観の形成に関する事項について、あらかじめ、市長

に協議しなければならない。ただし、市長が、その必要がないと認めるとき
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は、この限りでない。 

⑴ 高さが３１メートルを超える建築物の建築等又は工作物の建設等 

 ⑵ 建築物の鉛直投影の水平方向の長さが最も長くなる方位における当該水

平方向の長さ（増築にあっては、当該増築に係る部分の鉛直投影の水平方

向の長さが最も長くなる方位における当該水平方向の長さ）が７０メート

ルを超える建築物の建築等 

 ⑶ 景観計画特定地区における建築物の建築等又は工作物の建設等（前２号

に掲げるものを除く。） 

 ⑷ 前各号に掲げるもののほか、市長が都市景観の形成に大きな影響を与え

ると認める行為 

２ 前項の規定による協議（以下「事前協議」という。）は、法第１６条第１

項の規定による届出又は同条第５項後段の規定による通知をしようとする日

の６０日前までに、規則で定めるところにより、その内容を市長に申し出な

ければならない。 

３ 第１項第１号に規定する建築物及び工作物の高さの算定については、第１

３条第２項の規定を準用する。 

４ 第１項第２号に規定する建築物の鉛直投影の水平方向の長さの算定につい

ては、第１３条第３項の規定を準用する。 

５ 市長は、第２項の規定による申出があった場合において、都市景観の形成

を図るために必要があると認めるときは、都市景観の形成に関し専門的知識

を有する者の意見を聴くことができる。 

 （事前協議の終了等） 

第１１条の３ 事前協議は、事前協議に係る事項の全てについて協議を行った

場合において、次の各号のいずれかに該当するときに終了するものとする。 

 ⑴ 事前協議が調ったとき。 



 ⑵ 事前協議を申し出た者が、規則で定めるところにより、事前協議を終了

する旨を市長に申し出たとき。 

２ 市長は、事前協議が終了したときは、事前協議の結果について、規則で定

めるところにより、事前協議を申し出た者に通知するものとする。 

３ 前項の規定による通知を受けた者は、その通知を受けた日から法第１６条

第１項の規定による届出又は同条第５項後段の規定による通知をしようとす

る日の前日までの間に、規則で定めるところにより、当該通知の内容に対す

る見解を市長に通知しなければならない。ただし、市長が、その必要がない

と認めるときは、この限りでない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の条例第２章の２の規定は、令和４年３月２日以後に景観法（平成

１６年法律第１１０号。以下「法」という。）第１６条第１項の規定による

届出又は同条第５項後段の規定による通知をしようとする建築物（法第７条

第２項に規定する建築物をいう。以下同じ。）の建築等（法第１６条第１項

第１号に規定する建築等をいう。以下同じ。）又は工作物（川崎市都市景観

条例第２条第３号に規定する工作物をいう。以下同じ。）の建設等（法第１

６条第１項第２号に規定する建設等をいう。以下同じ。）について適用し、

同日前に法第１６条第１項の規定による届出又は同条第５項後段の規定によ

る通知をした、又はしようとする建築物の建築等又は工作物の建設等につい

ては、なお従前の例による。 

 

 

は、この限りでない。 

⑴ 高さが３１メートルを超える建築物の建築等又は工作物の建設等 

 ⑵ 建築物の鉛直投影の水平方向の長さが最も長くなる方位における当該水

平方向の長さ（増築にあっては、当該増築に係る部分の鉛直投影の水平方

向の長さが最も長くなる方位における当該水平方向の長さ）が７０メート

ルを超える建築物の建築等 

 ⑶ 景観計画特定地区における建築物の建築等又は工作物の建設等（前２号

に掲げるものを除く。） 

 ⑷ 前各号に掲げるもののほか、市長が都市景観の形成に大きな影響を与え

ると認める行為 

２ 前項の規定による協議（以下「事前協議」という。）は、法第１６条第１

項の規定による届出又は同条第５項後段の規定による通知をしようとする日

の６０日前までに、規則で定めるところにより、その内容を市長に申し出な

ければならない。 

３ 第１項第１号に規定する建築物及び工作物の高さの算定については、第１

３条第２項の規定を準用する。 

４ 第１項第２号に規定する建築物の鉛直投影の水平方向の長さの算定につい

ては、第１３条第３項の規定を準用する。 

５ 市長は、第２項の規定による申出があった場合において、都市景観の形成

を図るために必要があると認めるときは、都市景観の形成に関し専門的知識

を有する者の意見を聴くことができる。 

 （事前協議の終了等） 

第１１条の３ 事前協議は、事前協議に係る事項の全てについて協議を行った

場合において、次の各号のいずれかに該当するときに終了するものとする。 

 ⑴ 事前協議が調ったとき。 



参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

 景観法に基づく届出及び通知の対象となる建築物の建築等及び工作物の建設

等のうち、都市景観の形成に大きな影響を与えるものに係る事前協議の手続に

ついて定めるため、この条例を制定するものである。 




